
　　令和 2年 4月号 3

　令和 2年度の予算編成にあたり、健全な財政運営を堅
持しつつ、未来志向で市民本位の政策を推進していくため、
各種施策の優先順位について「選択と集中」を図り、事業
手法の再検討や自主財源の確保に積極的に取り組むなど、
歳入・歳出全般にわたり徹底した見直しを行うとともに、
必要な財源を確保しながら、財源の重点的・効率的な配分
に徹する方針で編成作業を行いました。
　東北自動車道（仮称）矢板北スマート IC 整備事業や　「い
ちご一会とちぎ国体」開催に向けた矢板運動公園の改修と
いった大規模事業が大詰めを迎えるほか、新たに子育て総
合支援拠点を整備する事業費を計上するなど、公共施設整

備のハード面での仕上げを通じて、本市のさらなる飛躍の
土台づくりに資することに特長があると考えることから、
令和 2年度当初予算を「令和の飛躍に向けた 『新生やいた
づくり』予算」と命名し、予算の執行にあたっては、「民
間活力導入」「官民連携」の姿勢を一層強調していきたい
と考えています。
　市内の企業・団体の皆さん、そして 1人でも多くの市
民の方にもこの予算執行に関わっていただき、本市の令和
新時代の飛躍を確かなものにしていきたいと考えています。
　ここでは、主要なものを中心に事業概要を掲載しました。
私たちの生活に関わる身近な予算です。ぜひご一読ください。

特集　令和の飛躍に向けた
新生やいたづくり予算
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令和の飛躍に向けた「新生やいたづくり」予算　主要事業について
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令和の飛躍に向けた「新生やいたづくり」予算　主要事業について
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令和 2年度 矢板市の予算について

令和 2年度一般会計当初予算

市税
44億 1,151 万円

32.8％

その他
16億 2,695 万円

12.0％
地方交付税
22億 1,600 万円

16.5％

地方譲与税
1億 3,760 万円

1.0％

県支出金
11億 3,743 万円

8.4％

国庫支出金
18億 9,201 万円

14.1％

市債
13億 2,350 万円

9.8％交付金
7億 1,900 万円

5.4％

総務費
13億 8,627 万円

10.3％

民生費
49億 919 万円
36.5％

衛生費
7億 8,420 万円

5.8％

教育費
17億 644 万円
12.7％

土木費
15億 3,771 万円

11.4％

その他
4億 4,625 万円

3.3％
公債費

12億 132 万円
8.9％

議会費
1億 6,942 万円

1.3％

農林水産業費
5億 9,260 万円

4.4％

歳入 歳出自主財源
44.8％

依存財源
55.2％

会計別予算額
区分 令和 2年度 増減額（昨年度比）増減率
一般会計 134億6,400万円 ▲ 6億1,200万円 ▲ 4.3% 

特
別
会
計

介護保険 31億4,010万円 1,260万円 0.4% 
国民健康保険 37億9,490万円 9,300万円 2.5% 
後期高齢者医療 3億9,540万円 2,090万円 5.6% 
農業集落排水事業 ――― ▲ 5,860万円 皆減
公共下水道事業 ――― ▲ 7億4,640万円 皆減

コリーナ矢板排水処理事業 ――― ▲ 1,760万円 皆減
ハッピーハイランド矢板

排水処理事業 4,100万円 4,100万円 皆増
小計 73億7,140万円 ▲ 6億5,510万円 ▲ 8.2% 

水道事業会計 12億2,600万円 3,500万円 2.9% 
下水道事業会計 13億1,420万円 13億1,420万円 皆増

合計 233億7,560万円 8,210万円 0.4% 

134億6,400万円

一般会計の予算額および市債残高の推移

126億
2,000 万

144 億
8,900 万 140 億

7,600 万
134 億
6,400 万

130 億
2,000 万

予算額

（円）

市
債
残
高

121 億
9,786 万

117 億
7,502 万

125 億
9,459 万
（見込）

128 億
371 万
（見込）120 億

6,164 万

消防費
7億 3,060 万円

5.4％

【歳入】
　市税のうち、固定資産税は償却資産の知事配分増加な
どにより 6,310 万円、軽自動車税は 168 万円の増となり
ますが、個人市民税は納税義務者の減少などにより7,045
万円、法人市民税は 1,371 万円、都市計画税は 186 万円
の減となり、全体で 2,657 万円の減を見込んでいます。
　寄附金はふるさと納税寄附金の減少により1,000 万円
の減、市債は国民体育大会推進事業に係る学校教育施設
等整備事業の増加などにより9,100万円の増となりました。
　自主財源については、諸収入は増加しますが、市税や
財産収入、ふるさと納税基金からの繰入金などが減少す
ることにより、予算総額に占める割合が 0.2 ポイント減
の 44.8％となり、自主財源を確保することが難しい状
況が続いています。

【歳出】
　増加した費目・増加額は、議会費がワイヤレスマイク更新経
費などにより350万円、総務費が五輪事前合宿受入経費や旧
勤労青少年ホーム解体工事費などにより1,108万円、民生費が
子育て総合支援拠点の整備、運営経費などにより7,233万円、
教育費が小中学校給食費補助の拡充や国民体育大会開催に向
けた施設改修事業費などにより1億 5,631万円となっています。
　一方、減少した費目・減少額は、衛生費がエコパークしお
や建設に係る負担金の減少などにより6億1,620万円、農
林水産業費が県営土地改良事業費の減少などにより1億
2,718万円、土木費が片岡地区市街地整備事業費の減少など
により2,384 万円、消防費が総合防災マップ作成経費の減
少などにより5,570万円、公債費が借り入れを行った市債の
元利償還金の減少などにより3,182万円となっています。

　　令和 2年 4月号 9

平成 30年度 矢板市の決算について

平成 30年度 一般会計決算

歳出144億9,330万円歳入153億5,177万円

市税
45億 4,580 万円

29.6％

その他
27億 3,505 万円

17.8％
地方交付税
33億 5,960 万円

21.9％

地方譲与税
1億 3,881 万円

0.9％

県支出金
10億 5,756 万円

6.9％

国庫支出金
18億 2,453 万円

11.9％

市債
9億 840 万円
5.9％交付金

7億 8,202 万円
5.1％

総務費
18億 4,327 万円

12.7％

民生費
49億 1,450 万円

33.9％

衛生費
19億 5,433 万円

13.5％

教育費
13億 4,879 万円

9.3％

土木費
14億 8,301 万円

10.2％

その他
4億 639 万円
2.8％

公債費
12億 8,135 万円

8.9％

議会費
1億 5,961 万円

1.1％

農林水産業費
5億 5,560 万円

3.8％

歳入 歳出自主財源
47.4％

依存財源
52.6％

会計別決算額
区分 歳入 歳出

一般会計 153 億 5,177 万円 144 億 9,330 万円

特
別
会
計

介護保険 30 億 9,815 万円 30 億 243 万円
国民健康保険 38 億 4,956 万円 37 億 6,465 万円
後期高齢者医療 3 億 8,582 万円 3億 7,445 万円
農業集落排水事業 5,868 万円 5,315 万円
公共下水道事業 8 億 7,972 万円 8億 5,485 万円

コリーナ矢板排水処理事業 1,750 万円 1,590 万円

区分 収入 支出
水道事業
会計

収益的 7 億 8,259 万円 6億 5,546 万円
資本的 1 億 9,641 万円 5億 745 万円

健全化判断比率と資金不足比率
健
全
化
判
断
比
率

項目 矢板市の
比率

早期健全
化基準

財政再生
基準

実質赤字比率 － 13.87% 20.00%
連結実質赤字比率 － 18.87% 30.00%
実質公債費比率 9.1% 25.0% 35.0%
将来負担比率 43.1% 350.0%

「－」は赤字額がないことを示しています。

資
金
不
足
比
率

会計名 矢板市の
比率

経営健全
化基準

農業集落排水事業特別会計 － 20.0%
公共下水道事業特別会計 － 20.0%

水道事業会計 － 20.0%
「－」は資金不足額がないことを示しています。

実質赤字比率
一般会計等（矢板市の場合は、一般会計とコリーナ
矢板排水処理事業特別会計を合算したもの）を対象
とした、実質赤字の標準財政規模に対する比率。一
般会計等の赤字の大きさを把握するための指標。

連結実質赤字比率
矢板市のすべての会計を対象とした、実質赤字の標
準財政規模に対する比率。矢板市全体の赤字の大き
さを把握するための指標。

実質公債費比率
市が借りたお金を返済するために、一般会計等から
充てている金額の標準財政規模に対する比率。標準
的な一般財源の額のうち、借金の返済に使われた金
額の比率を把握するための指標。

将来負担比率
一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の額の標
準財政規模に対する比率。一般会計等が抱えている
借金等の額が、標準的な一般財源の額の何年分にな
るのかを把握するための指標。

資金不足比率
公営企業会計単位での資金不足額の事業規模に対す
る比率。公営企業として実施している事業単位で、
赤字の大きさを把握するための指標。

標準財政規模 地方公共団体の標準的な状態で通常収入されると見
込まれる、経常的一般財源の規模を示すもの。

一般財源 市税・地方交付税など、使途を特定されずに、市が
自由に使うことができる財源。

用語解説
一般会計 市の基本となる会計
特別会計 特定の歳入を特定の事業に充て、一般会計と区別して経理する会計
自主財源 市が自主的に収入できるお金（市税、繰入金など）
依存財源 国や県から交付されるお金（地方交付税、国庫支出金など）

歳
入

市税 皆さんに納めてもらう税金
その他 分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、繰入金、繰越金など
地方交付税 市町村の財政力に応じて国から交付されるお金
国庫・県支出金 国・県が使い道を決めて交付するお金（社会保障、公共事業など）
交付金・地方譲与税 国・県税の一部から市町村に配分されるお金で、その多くは使い道が自由

市債 国や金融機関などからの借入金（借金）

歳
出

議会費 議会運営や議員の議会活動などにかかる経費
総務費 市役所の運営や広報やいたの発行などにかかる経費
民生費 高齢者福祉や児童福祉、生活保護などにかかる経費
衛生費 環境や健康の保持促進などにかかる経費

農林水産業費 農業・林業・水産業の振興にかかる経費
土木費 道路や橋、公園などの整備管理などにかかる経費
消防費 消防・防災活動などにかかる経費
教育費 学校教育や生涯学習の推進などにかかる経費
公債費 市債の返済にかかる経費
その他 労働費、商工費、諸支出金など

消防費
5億 4,645 万円

3.8％


